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The Nurse Shortage in Japan:
The Issue of Admitting Nurses from the Philippines
SUGIZAKI Tokuyo
Japan is facing the rapid aging of its population resulting from a low birthrate. One consequent
problem is the shortage of nurses. The government solution for increasing the number of nurses is the
admittance of nurses from the Philippines under certain circumstances. This measurement by itself has
some difficulties such as the candidates’ visa type, non-recognition of foreign certification, the number
of candidates, and, finally, the cost. The visa type for the admitted candidates is not in the category of
immigration. The foreign nursing certification of the candidates is not recognized, so they need to apply
for a Japanese nursing licence by passing a Japanese government examination in Japanese. Successful
candidates are permitted to work in Japan and renew their visas, but all others have to leave Japan.
Based on the agreement, the Japanese government admitted 400 candidates in two years, but accord-
ing to the statistics, Japan had a shortage of 15,900 nurses in 2010. Finally, the hospitals that admit the
candidates have to bear the burden of expenses. 
This paper proposes a system in order to increase the number of nurses by making effective use of
foreign students who hold Japanese government scholarships. According to statistics, there were
132,720 foreign students in Japanese universities in 2009, and almost 10% of them receive scholarships
from the Japanese government. More than 75% of such students continue their studies in higher educa-
tion or are employed after graduation in Japan. This is an ideal reason to use the power of highly edu-
cated foreign students not only in the nursing system but also in any other industries that suffer from
lack of employees. Such students should be selected before arriving in Japan and should be introduced
to nursing universities. After graduation, they can start working in hospitals and other facilities as a
nurse. In this way and by using the same scholarship budget for foreign students, the system does not
need to establish an extra budget for educating new nurses. In addition, if the students are educated in
Japan and have the ability to read and write Japanese, they will be more familiar with Japanese life sys-
tems and Japanese culture.
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1．はじめに
著者はいくつかの法人経営をしている過程
で、何度も人材不足に困窮してきた。また、長
年、高齢者雇用を促進してきた経験などにより、
将来の雇用確保に不安を感じていた。そうした
背景の基、より具体的には次の3つの理由によ
り本稿の題目を考察したいと考えた。
第一に、2000～2008年まで社会福祉法人の
理事をしていた。その社会福祉法人は重度の障
害児（者）を受け入れる施設であるため、医療
法人登録も兼ねており、当然医療従事者を雇用
していた。なかでも看護師不足は大変苦労し
た。
第二に、昭和50年から創業しているビル総
合管理業で、20年前から日系ブラジル・ペル
ー人を雇用している。これは人手不足によるも
のであり、当時の入管法の改正により日系南米
人の雇用を経験した。著者はそこで初めて、人
手不足を補うための外国人労働者でなく、もっ
と身近な存在として外国人との共存・共生を真
剣に考えるようになった。そして、数年前から
EPAによる外国人看護師に注目し、日本で外国
人看護師が共存・共生していけるかどうかを考
察したいと思っていた。
第三に、著者は外国人留学生の保証人をして
いる。国費外国人留学生と違い、私費外国人留
学生は、学費減免などの支援があるとはいえ、
生活費を稼ぐに大変な人も多くいるのが現状で
ある。留学期間が終了すると意外にも日本に残
留することを希望する方が多いが、就職となる
と各種有資格者・高学歴以外は難しいことも
度々あった。
以上のような経験や活動から、EPAでの外国
人看護師に注目し、著者が関わっている外国人
留学生、とりわけ国費外国人留学生を看護師候
補生として受け入れることにより、日本の看護
師不足を少しでも改善することができないかと
考えた。
2．日本の看護師不足の現状とその取り組み
日本の看護師不足の現状とその取り組みにつ
いて述べる。急速な少子高齢化により看護師が
更に必要とされているのはなぜか。その需要数
の見通しはどうか。また、供給見通しは立つの
か。そして、看護師不足となる原因は何か。ま
た、不足解決に向けどのような取り組みが行わ
れているかを述べていく。
2.1 少子高齢化による看護師の必要性
日本では少子高齢化が急速に進行している。
日本の総人口は2009年7月現在、1億2,761万人
で、「日本の総人口の推移1）」では、2005年にピ
ークを迎え、2055年まで単調に減少し約8,993万
人となることが予測されている。つまり、少子
高齢化から生じる人口減少が日本の労働力減少
を引き起こす懸念の材料になっている。
更に、「労働力の見通し2）」年齢3区分別で人
口の推移をみると、年少人口（0～14歳）と日
本経済を支える生産年齢人口（15～64歳）が
ともに減少していく一方で、高齢者人口（65
歳以上）が増加している。これが2009年の見
通しでは、2055年に、年少人口8％、生産年齢
人口51％、高齢人口41％になると推計されて
いる。つまり、21世紀半ばには、日本人のお
よそ12.5人に1人が0～14歳で（2009年は7.5人
に1人）、2.4人に1人が65歳以上（2009年は4.3
人に1人）という“超高齢社会”になることが
予測される。
また、日本人の家族の在り方の変化により少
子高齢化の問題が更に深刻な数字を示してい
る。図1は、1990年生まれ世代の女性について、
生涯未婚率、無子割合に加えて、孫を持たない
女性の割合を示している。これによると、
1990年に生まれた女性の50.2％が孫を持たない
と予想されている。1950年代生まれでは、実
績の数字として、孫を持たない女性はおよそ5
人に1人の割合であったのに対して、その次世
代に当たる人々では、半数が孫を持たないよう
な生き方（再産行動パターン）となっていると
いうことである。国民の大部分が家族を形成し、
家族と共に暮らしてきた日本人の生活像を覆す
変化である3）。
社会保障では、高齢者介護サービス需要の将
来予測として、高齢化がピークに達する2025
年に、介護給付費が20兆円に達し、国民所得
の3.5％、社会保障給付費の11.4％にも上ると
推定している。要介護者の身体的属性をみると、
年齢、脳血管疾患、骨折・転倒や痴呆の認定率
が高まり、高齢化や高齢者特有の疾病は時間の
経過とともに認定を加速させる。つまり、看
護・介護需要はかなり早いスピードで増加して
いくことが予想される4）。したがって、図2で
も分かるように、高齢化は疾病増、多死亡増と
なり看護の需要が高まるばかりといえる。また、
少子化に関しては、2030年には18歳人口が3分
の2まで減少し、各分野の労働力も減少して、
高等教育機関の定員割れが更に増える。したが
って、看護師候補になる学生の確保も困難にな
ると予想できる。
日本政府では、少子高齢化問題の医療分野で
の対応として、在勤看護師の労働環境の改善、
潜在看護師の再教育再復職支援を行い、看護大
学の開設を試み、更に看護師不足解決の一つと
してアジアを舞台に経済連携協定による外国人
看護師の受け入れを始めたのである。
（1）医療界における看護師不足の現状
労働力減少のなかで最も深刻な問題の一つと
して、医療分野の看護師不足がある。厚生労働
省（2005）「第6次看護職員確保見通し」の
2006年時点、約41,600人の看護師が不足してい
るが、再就職者の増加で4年後の2010年には不
足数は約15,900人に縮小すると見込んでいた5）。
厚生労働省（2000）「第5次看護職員需給見通
し」では、2005年には5,200人に改善されると
いう予測であったが、第6次の見通しでは、1
年後の2006年で約42,000人の大幅な不足数字と
なっている。つまり、厚生労働省の需給見通し
は実態とかけ離れていたのである6）。
更に、日本医師会の2006年10月の調査によ
ると、看護基準配置比率（看護師一人が平均し
て受け持つ患者数）は、日勤の場合は7：1で、
夜勤の場合は、20：1となっている7）。今後、
看護師不足のため、多くの病院が急速な基準引
き上げを予定している。この基準達成のため、
一般病床2万床以上の閉鎖も検討の対象になっ
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図1．1990年生まれの女性コーホートの生涯未婚、子ども、孫を持たない割合
出典：津谷典子、樋口美雄他11人『人口減少と日本経済』日本経済新聞出版社、2009年、pp. 83。
ている8）。入院病床を減らし看護基準配置比率
を上げることは収入に直接繋がっているためで
ある。この調査は、日本において看護師がいか
に不足しているかの事実を物語っている。
看護師不足の原因は低賃金と重労働であると
いわれている。2009年現在看護師の平均月収
は317,100円で、総労働時間／月161時間で割る
と、平均時給は1,969.5円になる。これに対し
て、准看護師の場合、平均月収は276,200円で、
総労働時間／月161時間、平均時給は1,615.5円
の計算になる。このように、仕事内容に差がな
いにもかかわらず、看護師と准看護師の間には
賃金格差がある9）。
また、看護配置7：1の施設基準を設けた場
合、医療の高度化や在院日数の短縮化により業
務密度が高くなる。その結果、看護師の業務量
は増大し、過密なスケジュールをこなさなくて
はその基準を維持できなくなる。そのような環
境の中、看護師業界の離職率は2006年現在
12.4％にも及ぶ。これは全産業の離職率16.2％
に比較して高い数値となっている。日本看護協
会によると、離職する主な理由は下記の通りで
ある。
● 職場の人間関係が嫌になった。
● ストレスが非常に多い。
● 子育てとの両立ができない。
● 夜勤、超過勤務、有給が消化できない。
● 仕事についていけない。
● 他の職場の方が条件が良い。
● 結婚のため。
更に、日本看護協会の調査によると10）、新卒
看護師の離職率の高さも看護師不足のもう一つ
の原因である。2006年現在、新規採用者の離
職率は14.2％で、そのうち看護師新卒者の離職
率は9.2％にも及んでいる。その背景には知
識・技術不足や医療事故への不安がある。
看護師の高齢化も問題の一つである。厚生労
働省の「第6次看護職員需給見通し」によると、
2002 年には60歳以上の看護師・准看護師は
36,565人であったが、2006年には45,517人とな
り、約24％増加している。更に、2006年時点、
40代の看護師・准看護師の総数は307,753人で、
20年後には60歳以上の看護師・准看護師の数
は約6.8倍になる。一方では、30歳以下の看護
師・准看護師の場合は2002年（320,864人）か
ら2006年（285,054人）までの間に約11％減少
しており、看護師の高齢化が急速に進んでいる
ことが伺える。
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図2．2030：国立社会保障・人口問題研究所：日本の将来推計人口（平成18年12月推計）：
出生中位推計。
出典：1980、2005総務省統計局国勢調査結果
（2）看護師の需給供給見通し
「第6次看護職員需要見通し」の表の初年度
2006年の供給見通し1,272,400人は「第5次看護
職員需要見通し」の表の最終年度2005年の供
給見通し1,300,500人と比較すると、この見通
し数字は、看護師の供給が思った程見込めない
ことを示している。
一方、看護職員確保対策を強化するために、
日本看護協会は新人や中堅看護職員の離職を防
止するための対策を講じるとともに、離職して
も復職しやすい環境整備を進めることにより、
看護師不足の解消を図っている。しかし、少子
化が進んでいる現状では今後も日本人若年層に
よる看護師への就業数の大幅な増加は見込めな
い。また、労働環境の整備や改善のみで、看護
師の国内調達は難しく、看護師不足解消のため
の決定的な解決策とはならない。
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表1．第5次・第6次看護職員需給見通し
2.2 看護師不足の病院・診療所・福祉施設
など
看護職員の就業場所については、「看護職員
の就業場所11）」2006年において、約130万人の
看護職員のうち、病院での就業者数は831,921
人、診療所は290,929人で、介護施設等は111,032
人である。つまり、看護職員の約95％は病院、
診療所や介護施設等で就業している。これにも
かかわらずまだ看護職員が不足している。また、
看護職員不足のため、毎年医療施設が減り続け
ている。厚生省のデータによると、2007年現
在8,862病院があり、これは前年度に比べて約
1％減で、2003年に比べると約3％減少してい
る。
2.3 看護師不足に対する取り組みの現状
看護師不足の問題を解決するために、現在日
本国内の病院・福祉施設などで、看護師獲得に
全力を挙げて並々ならぬ努力が行われている。
潜在的看護師への再教育・再就業への取り組み
も積極的に行われている。
（1）日本全国看護師獲得事業
看護師不足を解消するために各都道府県にお
いて県内就業促進を定着させるため、さまざま
な事業が行われている。これらの対策はナース
センターやハローワークでの職業紹介、診療報
酬の改定、離職防止策の強化、潜在看護師の再
就業などを含む。
労働環境についても改善の動きがある。
（単位：人）
区分 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年
①需要見通し 1,216,700 1,240,700 1,263,100 1,284,900 1,305,700
②供給見通し 1,181,300 1,212,000 1,242,000 1,271,400 1,300,500
①　―② 35,400 28,700 21,100 13,500 5,200
②／① 97.1％ 97.7％ 98.3％ 98.9％ 99.6％
区分 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年
①需要見通し 1,314,100 1,338,800 1,362,200 1,383,800 1,406,400
②供給見通し 1,272,400 1,297,100 1,325,100 1,355,900 1,390,500
②　―② 41,600 41,700 37,100 27,900 15,900
②／① 96.8％ 96.9％ 97.3％ 98.0％ 98.9％
出典：厚生労働省（2000）「第5次看護職員需給見通し」
厚生労働省（2005）「第6次看護職員需給見通し」
2009年に始まった厚生省の「第7次看護職員需
給見通しに関する検討会議－看護の質の向上と
確保に関する検討会」によると、離職の防止や
再就業の促進を図るため、さまざまな勤務形態
の導入、24時間保育の病児保育所、放課後の
子どもの預かり場所なども含む院内保育所の整
備などの労働環境の改善が必要であるとされて
いる。更に、ライフサイクルに応じた働く場に
ついての相談窓口（ナースキャリアセンター）
の設置や出張相談、ハローワークの活用など、
就労継続及び再就業への支援体制を強化し、ま
た定年後の人材活用（セカンドキャリア）や男
性の看護師の増員を図ることなどを推進してい
る。
この努力にもかかわらず、現在でも看護職員
が不足している。上記で示した通り、厚生労働
省の「第6次看護職員需給見通し」は、供給が
達成された上での見通しであり、今後、10年、
20年にわたって少子高齢化が進行すれば、日
本国内のみで看護師不足の解消を図ることは非
常に厳しいかと考えられる。
（2）潜在的看護師の復職支援プログラムの現状
厚生労働省は看護師不足を解決する鍵は離職
の防止と潜在的看護師の復職支援プログラムで
あるとされている。日本には約55万人の潜在
的看護師がいる。厚生省は潜在的看護師の再就
業によって医療現場の看護師不足が解決すると
いう。そのため、潜在的看護師の再教育、再就
業が各医療関係者によって積極的に行われてい
る。
しかし、日本看護協会によると、看護師の確
保対策は潜在的看護師の復職支援プログラム対
策よりも離職防止の方が重要であるといわれて
いる。女性が多数を占める職業である以上、結
婚や出産のために一度離職すると、再就業は難
しい。特に、看護技術の急速な進歩のために、
たとえ復帰してもその技術についていけない場
合が多い。また、職場環境の改善、多様な正規
雇用、病院内保育所運営事業などが行なわれな
ければ、潜在的看護師が復帰したところで国内
の看護師不足が解消するとは考えにくいのであ
る。
（3）在勤看護師への福利厚生
看護師確保（看護師離職防止及び潜在的看護
師の再就業）のため各都道府県、民間病院など
が看護師への福利厚生を強めている。日本看護
協会は「病院における看護配置や看護職員の労
働状況、確保定着の取り組みについて全国規模
の実態把握」の効果を把握するために、2008
年の10月に全国の病院8,830施設を対象に調査
を行う12）。
● 労働環境改善
➢ 看護配置を引き上げた病院では、
2007年度に比べて「超過勤務時間が
減少した」「一人当たりの夜勤回数が
減少した」「対象者数が減った」との
回答割合が高い。
● 給与水準
➢ 給与水準は、全体としてわずかに上昇、
前年度比で給与水準を基本給・賞与と
もに引き上げた病院は約1割。
● 確保定着対策
➢ 確保定着に効果があった対策は、「子
育て、介護支援体制の充実」、「勤務時
間選択性。フレックスタイム制などの
柔軟な勤務形態の導入」「新人の教育
研修体制の充実」である。
● 短時間制職員制度の導入状況
➢ 既に導入している施設　　　17.7％
➢ 導入を検討している施設　　18.9％
● 2007年度の看護職員離職率
➢ 2007年度の常勤看護職員離職率は
12.6％で、2006年度より0.2％多い。
新卒看護師の離職率は9.2％で2006年
と変わらない。
➢ 大都市園の常勤看護職員の離職率は高
い。
➢ 新卒看護職員の離職率は、看護配置は
手厚い病院の方が低い傾向にある。
上記のように、労働環境改善の取り組みは、
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わずかながらの離職防止に貢献しているが、看
護就職者数増加に繋がらない。厚生労働省の
「第7次看護職員需給見通しに関する検討会議－
看護の質の向上と確保に関する検討会」のナー
スセンターの職業紹介のデータによると、
2008年において、有効求人数は189,808人で、
有効求職数は79,983人である。就職者数は
16,227人（約20.3％）である。これらのいずれ
も前年に比べて多少の変化はあるものの、就職
者数はほとんど変わらない状況である。
（4）日比EPAによるフィリピン人看護師の受け
入れについて
アジアを舞台に2国間の「自由貿易協定」
（FTA：Free Trade Agreement）、「経済連携協
定」（EPA：Economic Partnership Agreement、
以下EPAとする） をめぐる動きが活発化して
いる。日本は、フィリピンとのEPA（以下日比
EPAとする）交渉は2004年に始まり、2006年9
月9日に両国首脳の間で締結された。
日比EPA協定により、2009年に92人の看護
師がフィリピンから来日し、日本語研修を終え
た後、全国の病院に配置された。来日した看護
師らは看護学校や看護大学を卒業し、看護師と
しての勤務経験もあるが、3年の滞在期間内に
新たに日本の看護国家資格を受験し、合格しな
ければならない。合格の場合は滞在が許可され
るが、不合格者は帰国しなければならない。こ
の状況のなか、2010年2月の看護師国家試験で
は、59人の受験者のうち、合格者は1人であっ
た13）。
このように、日本の看護師不足の解決の一つ
として、日比EPAによる協定が行われたが、こ
の協定には時間と教育の二重投資、また、日本
の受け入れ側にとっても莫大な費用負担など、
沢山の問題がある。
2.4 インタビューによる実態調査
現場は看護師不足に実際に困窮し、看護師不
足対応に積極的に取り組み、改善への努力を続
けているのか、現場の取り組みの現状に関して
下記のような病院・施設などに対してインタビ
ューを行う。第一に、日本全国に所在する病
院・施設は全国規模の会議・研究会が頻繁に行
われているため、得られる情報の信憑性は高い
と考えられる。第二に、その中でも病床300床
以下の中・小施設の関係者の方々に協力頂い
た。2008年厚生省統計情報部の医療施設調査
によると、日本全国の病院数8,794の83％が300
床以下を占めている。これらの中・小病院は一
般病院、療養病床が大多数であり、看護師が特
に集まりにくいといわれている。第三に、直接
人事業務に関わる事務方長・看護師長・施設長
を中心にインタビューを行った。その調査結果
をまとめた14）。
（1）インタビュー先の選定
（A）独立行政法人・国立病院機構（事務長・総
看護師長）
（B）各都道府県所在病院（看護師長・看護師）
（C）医療法人　○○会人事部（看護人事部部
長）
（D）社会福祉法人　重症心身障害児（者）施設
（施設長　医師）
（E）看護師教育関係（教員の方々）
（F）元東京入国管理局局長
（2）インタビューの焦点
①　看護師が不足しているかどうか。不足して
いる場合、その理由。不足への対応の内
容。
②　看護師不足の対応として、政府の政策にあ
る潜在看護師への再就業支援について、ま
たはEPA政策についての見解を伺う。
③　外国人看護師について、現場での賛否を伺
う。
④　本稿の政策提言である国費外国人留学シス
テムによる外国人看護師の育成について意
見を頂く。
（3）インタビューの調査結果
①　看護師不足対に関しては、施設単位・組織
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単位でありとあらゆる努力を行っても、不
足改善が見込めないのが現実であった。
②　離職防止対策として、労働環境の改善が第
一番に上がってくるが、この改善には病
院・施設側の費用と、今ある人数以上の手
立てが必要になる。したがって病院・施設
の余裕・体力如何によるが、離職防止には
一定の効果があるといえる。
③　新人の離職防止には看護教育現場実習時間
等の改善が必要である。
④　収入と看護師数が直接繋がる施設基準は重
要な問題であり、現在の診療報酬基準では
看護師の仕事量は増えるばかりである。
⑤　政府が打ち出した潜在看護師の再就業支援
は、インタビューを実施した現場では全く
反映されていなかった。また、臨床現場で
の復帰は難しいとの意見だった。
⑥　EPA政策は、二国間政府の政治的背景があ
るにせよ、初めて外国人看護師受け入れを
日本政府が取り組んだという点においては
評価できる。しかし、この政策には多くの
問題がある。
⑦　外国人看護師については、インタビューの
対象とした医療現場と教育側とでは賛否が
分かれた。しかし、どちらも日本語習得を
第一条件としており、少なくとも日本の看
護師国家試験合格を絶対条件として受け入
れることには双方が共通の意見であった。
こうしたことから、外国人との共存・共生
を真剣に考える時期が来ていることが確認
できた。
3．日比EPAによるフィリピン人看護師に
ついて
日比EPAによるフィリピン人看護師について
述べる。諸外国での外国人看護師のなか、フィ
リピン人が多くトップを占めている。なぜ外国
人看護師としてフィリピン人の人気が高いのか
に注目し、EPAで始まった外国人看護師を受け
入れた日本の背景、流れを述べ、日本政府、関
係団体の反応を示す。そして、日比EPAで来日
した看護師の現在の問題を取り上げる。そして、
諸外国において外国人看護師として割合が高い
フィリピンの国内事情、また受け入れ国側の外
国人看護師についての取り扱いをみる。
3.1 外国人看護師の受け入れ政策の背景
外国人労働者受け入れに対する日本政府の方
針は、専門的・技術的分野の労働者を積極的に
受け入れていく一方で、単純労働者については
慎重な姿勢を示している。その理由として単純
労働者の受け入れが「日本の経済社会や国民生
活に対して多大な影響を及ぼす」と挙られてい
る。
日本は外国人看護師の受け入れに関しては、
日本の看護師資格取得と在留資格の取得が必要
である。看護師資格の受験については、日本の
看護師学校養成所を卒業するか、日本の看護学
校養成所と同等の教育が認められる外国看護師
養成所を卒業し、かつ永住権を有するかのいず
れかの条件を満たす必要がある。また、在留資
格が認められるのは、永住者であるか、日本の
看護師学校養成所を卒業し、看護免許取得後に、
医療機関における4年以内の研修修了者である
かのいずれかの場合に限られる15）。
2004年「経済財政運営と構造改革に関する
基本方針」の原案に、フィリピンなど東南アジ
ア諸国との自由貿易協定（FTA）交渉で最大の
焦点となっている看護・介護分野などの外国人
労働者受け入れが検討された。その後、2004
年7月に、日本看護協会が「看護師不足の解消
は他国に頼るべきでなく、養成、有資格者の職
場復帰、離職者減らしへの取り組みをして、な
お不足の時、受け入れを考えるべきだ」と発表
し、条件付き（日本の看護国家試験に合格する
こと、安全に看護できる日本語能力の習得、日
本人と同じ待遇であること）で容認する意向を
示した。2006年9月に、日本とフィリピンの
EPAは正式に締結され、初めて労働市場の開放
が盛り込まれたのである。
102
3.2 日比EPAによるフィリピン人看護師
の受け入れの枠組み
現在、日本におけるフィリピン人看護師の受
け入れ枠組みは、看護士の資格取得を目的とす
る一時滞在を許可するものに過ぎないが、日本
の資格取得を目的とする看護師の国家試験受験
コースの受け入れルートを具体的に確立したも
のといえる。
看護師国家試験受験コースは、フィリピンの
看護師資格所有者で看護師経験3年以上の人が
対象になる。入国した人は国内で半年の日本語
研修を受けた後、国内の看護分野関連施設で就
労し、働きながら更に研修を受ける。3年間の
間に国家試験の合格により資格を取得すれば、
看護師として滞在と就労が可能になる。一方、
不合格になれば帰国しなければならない。
日比EPAによるフィリピン人看護師の受け入
れの特徴は、日本が、初めて労働市場の開放に
向けて取り組んだ経済協定連携という点にあ
る。これまで日本は、外国人労働者を受け入れ
ない政策を取ってきたが、この日比EPA締結に
より看護師は400人を上限に受け入れることを
決め、労働市場の開放に向けて一歩前進したと
もいえる。
3.3 外国人看護師への各団体の対応
外国人看護師受け入れ政策については、国内
関係団体の間でも賛否両論がある。主なものを
まとめると次のようになる。
● 反対論（厚生労働省、看護協会、労働連合
組合）
➢ 外国人看護師の就業により、日本人看
護師の給与水準や労働条件が悪化す
る。
➢ 日本人看護師の労働市場が圧迫され
る。
➢ 言葉の問題により看護ケアが維持でき
なくなる。
● 賛成論（経済産業省、経団連）
➢ 看護の国際化が進む。
➢ 技術移転によって国際協力に貢献でき
る。
➢ 日本に暮らす外国人の看護ケアを担う
存在になる。
➢ 看護師不足に対して対応できる。
（1）日本政府の立場
厚生労働省は国内の労働者や関係団体への配
慮から、フィリピン人看護師の受け入れに消極
的である。特に、同省は看護協会などの反発を
念頭において、看護師不足の対策のために、外
国人看護師の導入よりも日本人看護師の就労を
優先する対策をとっている。その具体的な対策
として、約55万人の潜在看護師の再就業促進
や看護師の離職防止などの対策を推進してい
る。
経済産業省は、外国人労働者の導入に対して、
賛成的な考えを持っている。同省が作成する
「通商白書」の2006年版では、高度な海外人材
の活用に関して次のように述べてある。
● 「持続する成長力」を確保していくために
は、高度な海外人材の活用を図っていくこ
とが重要な課題である。
● 我が国の高度な海外人材の活用は、諸外国
と比較して、高い水準とはいえない状況で
ある。中略…
● 今後、我が国が高度な海外人材の受入れ・
活用を図るためには、受入制度面、生活環
境面での取組を進めることが重要である16）。
（2）関係団体の対応
外国人看護師などの受け入れに対して日本医
師会は、日本語で日本の看護師国家試験に合格
した外国人の就業は認めるが、看護師免許の相
互認証は行なわない立場を取っている。また、
日本看護協会は外国人看護師について否定的な
立場を取っている。その見解のポイントは下記
の通りである17）。
● 医療・看護の質を確保するためのフィリピ
ン人看護師受け入れ4条件
①　日本の看護師国家試験を受験して看護
師免許を取得すること
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②　安全な看護ケアが実施できるための日
本語能力を有すること
③　日本人看護師と同等以上の条件で雇用
すること
④　看護師免許の相互承認は認めないこと
● 外国人看護師に対する職場環境の整備・支
援が重要である。
● 外国人看護師の受け入れは、日本の看護師
不足を解消するためではなくあくまでも2
国間の貿易交渉の問題である。
日本経団連は専門的・技術的分野における外
国人看護師の受け入れに関して、資格要件を緩
和するとともに、受け入れの円滑化に向けた在
留資格の拡大・延長、在留資格審査手続に係る
処分の簡素化・迅速化、社会保障協定の早期締
結18）などの方策を提言している。
3.4 日比EPAにて来日したフィリピン人
看護師の現在の問題
2009年の夏、協定に基づいてフィリピン人
看護師候補者92人が来日したうち、財団法人
海外技術者研修協会（AOTS）における日本語
等研修を修了した88人は、10月29日から各施
設での就労・研修を開始した。また、2010年
度は、看護師307人を上限として受け入れを予
定していた。しかし、2010年、フィリピン人
看護師候補者は51人と激減した。また、受け
入れを希望した日本の施設は82ヶ所にとどま
った。求人希望が少ない理由について、国際厚
生事業団は「不景気で介護現場での日本人の雇
用が増えた」と回答しているが、日本の施設関
係者は「昨年受け入れた施設が日本語研修で苦
労している実情が広まった」と理由を挙げてい
る。施設側には、日本人と同等の報酬を支払う
ことに加え、国家試験に向けた日本語学習支援
などの負担もある19）。
日比EPA協定により2009年に来日したフィリ
ピン人看護候補者の日本看護試験合格者は
2010年、2011年共に各1人しかいない。看護候
補者はいずれも英語で看護教育を受け、来日前
に3年間以上の実務経験もあったにもかかわら
ず、やはり言葉の壁は高かったことが分かる。
そのため、英語や母国での受験を認めるなどの
配慮を求める声が上がっている。
政府は試験に使用されている難解な用語の取
り扱いについて、2010年度中に措置を講じる
とする対処方針を閣議決定し、看護専門用語を
平易な日本語に置き換えるなどの処置を講じ
て、合格者を増やそうとしている。このように
日本語の国家試験の壁が高いため、中途帰国す
る候補者も現れ、また、来日する候補者数も減
っている。受け入れ側の現場においても初めて
の経験であり、多くの問題に対して対処方法が
分からず、政府に何らかの指針を示して欲しい
と不満の声が出ている。
しかし、問題は看護教育のカリキュラムと看
護師に認められている処置の範囲が国によって
異なるところもあるといえる。つまり、外国人
看護師候補者の選抜は、本国で看護師有資格者
の経験者を募っているため、本国の教育カリキ
ュラムが基本となっている。日比EPA制度にお
いては、この教育カリキュラムの違いなどに関
する事前調査が不足しており、受け入れ側施設
に全てを任せるやり方では、国家試験合格率が
低いのは当然な結果かと考える。
3.5 諸外国におけるフィリピン人看護師
について
看護師不足は日本に限った問題ではない。多
くの先進各国においても社会の高齢化が進み看
護師不足が問題となっている（表2参照）。こう
したなか、外国から看護師を受け入れ、その国
内供給の不足分を補う動きに出ている国もあ
る。現在、積極的に外国から看護師を受け入れ
て自国の看護師不足を補っている国は、主にイ
ギリス、アメリカ、アイルランド、オーストラ
リア、ニュージーランドなどの英語圏の国々、
あるいはサウジアラビア、アラブ首長国連邦な
どの産油国である20）。
（1）フィリピン人看護師
ここではまず、フィリピン人看護師について
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述べる。「主要受け入れ国別フィリピン人看護
師数（新規雇用）21）」によると、1992～2009
年までに海外で新規雇用されたフィリピン人看
護師登録累計は150,968人まで増えて、その数
は増加の傾向にある。その主要受け入れ国は、
サウジアラビア（89,925人、59.6％）、イギリ
ス（15,379人、10.2％）、アメリカ（13,362人、
8.8％）等となっており、半分以上がサウジア
ラビアで就業している。2009年には9,965人が
サウジアラビアで新規雇用されている。
フィリピンでは年間多数の看護師が新しく市
場に出るが、そのうち国内に就業するのは2割
以下である。フィリピン人看護師が海外へ出て
行く最大の理由は、海外での賃金が高いからで
ある。フィリピンでの看護師の月給が200～
800米ドル前後であるのに対して、例えばアメ
リカの看護師なら4,000米ドル以上である22）。
また、フィリピンは国際比較において高い教育
水準と高学歴人口を誇っており、79％が職業
教育志向の高等教育課程に進む。そして、英語
を不自由なく話すことができることも大きな理
由として、フィリピン人看護師は海外への活路
を求めるのである23）。
①フィリピン人看護師教育水準
フィリピンの全ての看護師教育プログラムは
4年制大学で行われている。そのため、全ての看
護師には看護学士（Bachelor’s Degree in Nurs-
ing）が授与される。また、看護大学で使われる
カリキュラム、シラバス、教科書等は、看護教
育水準の高いアメリカと同レベルである24）。フ
ィリピン人看護師の評価が高い背景には、こう
した高いレベルの教育の他に、これまでに15万
人以上の看護師が海外で就労した実績が考えら
れる。また、フィリピンは大家族制であり、家
族の面倒をみるのが当然であることから、フィ
リピン人看護師は概して献身的である。
（2）フィリピン人看護師の海外での現状
深刻な看護師不足を抱えるイギリスは、スペ
イン、インド、フィリピンとの間で看護師の採
用に関する政府間協定を結んでいる。イギリス
では、ほとんどの看護師は公共医療機関で働い
ているが、民間の医療施設に採用される場合も
ある。イギリスで看護師として就労するには、
特別な試験を受ける必要はない。志願者は看護
師・助産婦理事会（N u r s i n g M i d w i f e r y
Counci1：NMC）に登録を行った後、NMCによ
ってその実働経験、英語能力などを併せて総合
的に審査される。NMCに新規登録されている
外国人看護師（EU加盟国出身者を除く）は、
1998年に2,814人しかいなかったのに、2001年
には13,228人まで増加している。中でもフィリ
ピンからの看護師が急増しており、現在は外国
人看護師の中で最も多く、約36％を占めてい
る。
イギリスの看護師募集の最も大きな特徴は、
イギリスの看護師免許を不要としている点であ
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表2．先進国の登録済看護師数その看護師不足
（単位：人、年）
国　名 登録者数 不足数 予想年
アメリカ 2,202,000 275,000 2010
イギリス 0,500,000 053,000 2010
アイルランド 0,049,400 010,000 2008
カナダ 0,230,300 078,000 2011
オーストラリア 0,179,200 040,000 2010
資料出典：Linda H. Aiken 他「Trends In International Nurse Migration」
Health Affairs 2004.
る。自国内の看護師免許があれば、申請後約3
ヶ月で入国できる。そして、6ヶ月間の見習い
実習を経た後に正式に看護師として就労でき
る。また、給与は人種に関係なく、職位によっ
て決定される。また、就労後、配偶者の呼び寄
せとイギリス国内での配偶者の就労も可能にな
る。また、問題なく5年間就労した場合は永住
権が付与される。イギリスが外国人看護師受け
入れに積極的であるとはいえ、多くのフィリピ
ン人看護師がアメリカでの就労を望んでおり、
イギリスはアメリカに行くための一時的な就労
場所となっている。その背景として、おそらく
多くのフィリピン人がアメリカに親戚縁者・友
人を持っていることが考えられる25）。
アメリカにおいても、看護師不足は深刻であ
る。経済協力開発機構（OECD）によると、ア
メリカでは、2010年までに、新たに27万人以
上の看護師の登録が必要である。そのため、ア
メリカでの就労を目指す外国人看護師が多くな
っている。アメリカにおいて雇用されている外
国人看護師（外国で看護教育を受け、渡米した
者）の割合は、1998年の6％から2002年には
14％に増加しており、アメリカで看護教育を
修了した看護師の割合の2倍以上増加している。
この増加にもかかわらず、アメリカは世界最大
の看護師受け入れ国ではない。その理由は需要
供給のためではなく、アメリカの看護政策と看
護資格によるものである。イギリスに比べると、
アメリカでの外国人看護師資格認定は、ハード
ルが高く、手続きが煩雑なのである。
外国人看護師がアメリカで就労するために
は、看護師国家資格試験（NCLEX-RN）に合格
しなければならない。この試験を受けるに当た
って、大学相当の教育レベルが求められる。ま
た、英語を第一言語とする教育を受けた者以外
に対して、TOEFLの設定合格点数が求められ
る。2 0 0 5年において、N C L E Xの受験者は
154,896人のうち、外国人看護師の受験者は
33,745人（合格率43.7％、合格者14,746人）で
あった26）。外国人看護師の合格者を国別でみる
と、フィリピン人が9,181人で最も多く、次に、
インド人2,282人、韓国、カナダ、キューバの
順になっている27）。アメリカの受け入れ政策は
厳しいとはいえ、外国人看護師、とりわけフィ
リピン人看護師の多くは、アメリカでの就労を
望んでいる。それは、アメリカの方がイギリス
よりも好待遇が受けられるためである。
韓国政府は海外に認可校を設け、外国人看護
師を積極的に集め教育している。保健大臣の認
可校、フィリピン2校、ドイツ4校、アメリカ4
校、イタリア2校、オーストラリア1校、カナ
ダ1校の卒業生については、韓国の大学の卒業
生と同等の資格で国家試験受験の申請をするこ
とが可能である。ただし、国家試験が韓国語で
あるため、外国人看護師にとって言語が高いハ
ードルとなる28）。
中東産油諸国は最も安定的に外国人看護師を
受け入れている地域である。1970年代の石油
ブーム以降、病院のスタッフを外国人に大きく
依存するようになった。中東産油国においての
外国人看護師はインドが主要な出身国であり、
次に多数を占めるのがフィリピン人看護師であ
る。中東では、欧米諸国に比べ、フィリピン国
内での最低の看護訓練で容易に就労が可能であ
り、アメリカのような困難な試験もない。また、
アメリカに渡る時と比べて少額で渡航できるた
め、若年単身看護師が中東産油国に集まる傾向
がある。
4．日本における外国人留学生の現状
ここでは、日本国内で外国人看護師を育成す
るシステムの提案をしていくことを前提に、外
国人による看護学生受け入れを考察する。外国
人留学生のなか、とりわけ国費外国人留学生に
着目し、外国人留学生の現状と問題について考
えていく。
4.1 日本における外国人留学生について
日本のような人口減少社会において、持続的
な成長をするための一つの方策として、海外か
らの高度人材の受け入れを拡大する必要がある
といわれている。その背景には経済成長の鍵が
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人材にあるという考え方がある。現在、世界各
国で高度人材、つまりヒトの移動のなか、特に
高度人材の予備軍である留学生を中心に急速に
人材獲得が行われている。優秀な留学生の存在
は、大学等の研究水準を引き上げ、自国の学生
に刺激を与えるなどの効果をもたらす。
留学生の積極的な受け入れについて、1983
年8月「21世紀への留学生政策に関する提言」
を政策とし、「留学生受入れ10万人計画」の提
言がなされ、外国人留学生数は増加する傾向が
ある。文部科学省の「留学生の推移29）」の統計
によると、2003年に約11万人となり、計画の
10万人を突破し、2009年には、132,720人とな
っている。国籍別にみると、中国79,082人
（59.6％）、韓国が19,605人（14.7％）、台湾が
5,332人（4％）となっており、以上の3ヶ国で
全体の78.3％を占めている（表3参照）。
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表3．出身国・地域別留学生数（2009年）
（ ）は国費外国人留学生　　　　（単位：人）
国　名 留学生数
中　　　　　　国 079,082 (1,941)
韓　　　　　　国 019,605 (973)
台　　　　　　湾 005,332 (0)
ベ　ト　ナ　ム 003,199 (607)
マ レ ー シ ア 002,395 (215)
タ　　　　　　イ 002,360 (588)
ア　メ　リ　カ 002,230 (141)
イ ン ド ネ シ ア 001,996 (683)
バングラディシュ 001,683 (475)
ネ　パ　ー　ル 001,628 (115)
そ　　の　　他 013,210 (4,430)
計 132,720 (10,168)
出典：文部科学省（2009）「第8章国際交流・協力の充実に向けて
第2節相互理解を進める国際交流」文部科学白書、p.317。
内閣府の「大卒人材の地域間移動の状況
（2000年）」によると30）、高度人材の送出人数は、
アジアが最も多く、次いでヨーロッパとなって
いる。このデータによると、アジアから514万
人が北アメリカ、102万人がヨーロッパ、102
万人がアジア地域内に移動している。一方、全
世界からの高度人材の送出先をみると、65％
が北アメリカ、約24％がヨーロッパに流れて
いるのに対して、アジアへの流れはわずか
2.4％となっている。
アジアの留学生の移動先国をみると、地理的
に近い日本よりもヨーロッパ、アメリカに移動
する傾向が見られる。内閣府の「世界における
留学生の流れ（2005年）」のデータによると、
アジア大陸から留学生は26万人以上が北アメ
リカに、12万人以上がヨーロッパに移動して
いるのに対して、日本に移動した留学生数は
83,000人にとどまっている。
一方、日本の外国人留学生の受け入れ予算は
毎年増加している。日本学術振興会の資料31）
によると、2009年度の外国人留学生受け入れ
予算は434億円（前年予算421億円）である。
4.2 国費外国人留学生について
アジア地域からの留学生が約90％を占めて
おり、その多くが卒業後は日本で就職する。そ
こで、本研究は、日本の看護師不足を補うため
に、看護分野への国費留学生の受け入れを提案
する。それに先立ち、本節では国費外国人留学
生の受け入れシステムの現状と問題について述
べる。
現在、文科省は「留学生30万人計画33）」を進
めている。この計画が「グローバル戦略」展開
の一環として2020年を目処に留学生受入れ30
万人を目指し、大学等の教育研究の国際競争力
を高めるものであるということである。優れた
留学生を戦略的に獲得するために、関係省庁・
機関等が総合的・有機的に連携して計画を推進
している。また、卒業後も留学生が日本に定着
するように就職先の確保も積極的に行うことに
なっている。
「留学生30万人計画」をサポートする機関
は留学生支援機構である。この機構の2010年
の総予算額は、10,909億円である。各事業費は、
奨学金貸与事業関係として10,719億円、留学生
その多くは留学生の受け入れ環境の充実などが
420億円（前年予算411億円）となっている。
「専攻分野別外国人留学生数（2008年）32）」
は日本における留学生の専攻分野別を表してい
る。日本学生支援機構の資料によると、社会科
学、人文科学と工学に在籍している留学生が多
い。社会科学は約48,300人、人文科学は約
29,200人と工学は約19,500人の順になってい
る。看護学関係に在籍している留学生は非常に
少ない。その背景には、日本語での国家試験、
在日資格の制限及び他国との資格認証の問題に
よるものだと考えられる。また、国費外国人留
学生の専攻においても、人文科学1 , 3 2 1人
（13.3％）、社会科学1,436人（14.5％）、工学
3,381人（34.1％）、農業949人（9.6％）、医学薬
学等775人（7.8％）であり、医療分野になると
大変少ないことが分かる。そこで、日本から近
いアジアから、国費による外国人留学生を日本
の看護大学もしくは看護専門学校に迎え入れる
ことは可能であると考えられる。
また、日本の大学を卒業した外国人留学生の
進路はさまざまであるが、日本国内での就職や
進学の割合が一番大きい。外国人留学生の進路
状況について、日本学生支援機構の調査データ
によると、留学生数（2008年現在）は117,927
人、卒業（修了）者数は35,271人で、約30％が
卒業（修了）している。そのうち、日本国内で
進学、あるいは就職している外国人留学生が
26,122人で、約75％を占めている。母国に帰国、
または、第3国で就職・進学した者は約8,436人
で約24％を占めている。つまり、日本に来る
留学生の7割以上が、卒業後に日本にとどまっ
ていることになる（表4参照）。
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表4．2008年度に卒業・修了した外国人留学生の進路（全体）
（単位：人）
地域 日本国内 出身国（地域） 日本・出身国（地域）以外 不明
就　職　08,736 25.5％ 就　職　02,813 08.1％ 就　職　00,122 00.4％
進路
進　学　13,388 38.7％ 進　学　00,346 01.0％ 進　学　00,170 00.5％
713
その他　03,998 11.6％ その他　04,860 14.1％ その他　00,125 00.4％
合　計　26.122 75.6％ 合　計　08,019 23.2％ 合　計　00,417 01.2％
出典：日本学生支援機構政策企画部政策調査研究課（2008）「外国人留学生進路状況調査結果（2008
年度）」
支援事業関係として126億円、学生生活支援事
業関係として1億円、その他64億円である。
このように多額の予算を立て、世界各国での
高度人材予備軍である外国人留学生の受け入れ
を拡大しつつ、日本の人口減少社会において、
持続的な成長をする鍵の一つとして高度人材の
獲得計画を推進している。
（1）国費外国人留学生受け入れシステム
国費外国人留学生制度は、文部科学省（当時
の文部省）が、諸外国の次代を担う優れた若者
を日本の高等教育機関に招き、教育・研究を行
わせる制度として1954 年に創設された。現在、
研究留学生（大学院レベル）や学部留学生、ヤ
ング・リーダーズ・プログラムなど7種類のプ
ログラムにより実施され、募集・選考は次の4
種類から構成されている。
● 文部科学省による事業
■ 国費外国人留学生の種類
①研究留学生、②教員研修留学生、③学
部留学生、④日本語・日本文化研修留学
生、⑤高等専門学校留学生、⑥専修学校
留学生及び⑦ヤング・リーダーズ・プロ
グラム（YLP）留学生
■ 国費外国人留学生の募集・選考の方法
➢ 海外からの採用
①　募集対象国の在外公館を通じて
募集する大使館推薦
②　日本の受入れ大学が大学間交流
協定等により募集する大学推薦
③　ヤング・リーダーズ・プログラ
ムによる採用
アジア諸国等の指導者として活
躍が期待される行政官、経済人
等の若手指導者を、日本の大学
院等に招き、1年程度の短期間で
学位を授与する留学プログラム
➢ 国内からの採用
①　日本で学んでいる私費留学生の
中から国費外国人留学生に採用
（2）外国人留学生の現状と問題及び国費外国
人留学生受け入れシステムの問題
「留学生の推移（2009） 34）」によると、
2009年現在、そのうち国費外国人留学生数は
10,168人であり、全国外国人留学生数132,720
人の約13人に1人が国費外国人留学生である。
また、国費外国人留学生の半分以上はアジア地
域からの出身で、最も多い中国人留学生、次に
韓国人留学生が国費外国人留学生全体の約
30％を占めている（表3参照）。
国費外国人留学生の支援は奨学金と宿舎提供
からなる。文部科学省の資料によると、2009
年度奨学金予算は、研究留学生は一人当たり月
額154,000円、教員研修留学生は月額155,000円、
学部留学生は月額125,000円、日本語・日本文
化研修留学生は月額125,000円、高等専門学校
留学生は月額125,000円、専修学校留学生は月
額125,000円、ヤング・リーダーズ・プログラ
ム（YLP）留学生は月額258,000円となってい
る。
国費外国人留学生の受け入れシステム、管理
などに関してはさまざまな問題がある。外国人
留学生、とりわけ国費外国人留学生の受け入れ
は、学術研究水準の維持・向上による国際競争
力の強化などを図る上で一定の意義がある。
「留学生30万人計画」の受け入れ、数の上では
近い将来目標を達成することができるであろ
う。しかし、数だけではなく、留学生の質を向
上させることも重要である。実際、就労目的で
日本に留学する外国人が増え、その一部が資格
外の就労をし、また犯罪に走るケースも少なく
ない。留学生全体の質の向上のためには、次の
点に留意する必要がある。
第一に、9割以上の私費外国人留学生に対し
ては、大学側が成績優秀な学生への授業料の減
免を拡大するなどして、優秀な学生が学業に専
念できる環境を整えることが重要である。また、
国費外国人留学生と同様、私費留学生に対して
も安くて良質な留学生宿舎の提供を拡大・拡充
する必要がある。
第二に、日本企業に就職している留学生は
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2008年現在8,736人で25.5％にも及んでいる。
このような動向に対し、日本は海外からの人材
を「留学」から「就労」まで導く必要がある。
そのためには、在留資格を留学から就労にスム
ーズに変更できるように制度を緩和しなければ
ならない。
第三に、「留学生等からの就職目的の申請数
等の推移 （2004）35）」によると、実際の在留
資格変更は、申請5,820件に対して許可が5,264
件となっている。申請件数に対する不許可件数
は少ないが、問題は、不許可になった理由とし
て大学の専攻と就職先の業種が一致しないとい
うものが多いことである。企業活動においては
文系理系にかかわらずさまざまな専攻分野の人
材が必要である。したがって、専攻・業種等に
関する在留資格変更の基準を緩和するべきであ
る。
第四に、大学の国際化と日本企業に関するも
のである。英語で授業を行う大学が増え、大学
の国際化が進んでいるのに対して、企業の採用
基準においては依然として日本語能力が重視さ
れており、日本語能力に問題がある学生は外資
系にしか就職できないことが多い。外国人留学
生の受け入れや教育に関する日本政府の政策と
産業界の現状とが一致していないのである。
第五に、国費外国人留学生については、現在、
学業成績に関係なく一度奨学金支給が決まった
ら、そのまま支給が続けられるところに問題が
ある。途中のチェック機能は皆無に等しいと考
えられる。したがって、留学生のモラルが高ま
る仕組みに現行の制度を改善する必要がある。
第六に、外国人留学生の受け入れが戦略的に
行われているとはいえないことも問題である。
将来的に労働力が不足すると予想される分野
で、積極的に外国人国費留学生の受け入れを行
うことで就職へも繋がる。供給不足と予想され
る分野を優先分野として、国費外国人留学生を
それらの分野に対して積極的に受け入れ支援す
ることが重要である。
第七に、国費での外国人留学生の受け入れ国
をみると特定の国が大半を占めている。また、
渡航旅費、学費、宿舎などの支給の他、上述し
た奨学金の額は妥当ではないと考える。現に、
あまり勉強に専念せず、奨学金を目当てに留学
を試み、奨学金を出身国へ送金している者もい
る。このような過分な待遇は是正する必要があ
るかといえる。国費での外国人留学生受け入れ
国の拡大を測り、アジア周辺諸国その他からも
留学生を受け入れるシステムを再考し、日本で
学生生活を送るための奨学金の額の見直しも必
要である。
以上の問題の他に、根本的な問題として、留
学生が12～13万人の学生が卒業後は3人に1人
しか就職できていない現在、留学生30万人の
受け入れを行った場合の就職対策をどうするの
か、まったく展望が見えないという点が指摘で
きる36）。日本の少子高齢化を克服するために、
多くの外国人人材を活用し、アジア諸国と協力
しながら、産学官が力を合わせて取り組むこと
が重要であると考えられる37）。その際、人材不
足分野に特に積極的に留学生を受け入れるなど
の戦略を取ることが必要である。
5．国費外国人留学による外国人看護生の
育成を提言
国費外国人留学による外国人看護生の育成を
提言する。はじめに、日比EPAによるフィリピ
ン人看護師の受け入れ政策の問題点を整理す
る。次に、外国人留学生、とりわけ国費による
外国人留学として看護候補生を看護大学・看護
専門学校が受け入れることにより、近い将来日
本の看護師不足の問題が解消されることを論じ
る。また、現状の予算の範囲内でも、そうした
政策の実現が可能であることを示す。
5.1 日比EPAによる外国人看護師受け入
れ政策の問題
日比EPA政策によりフィリピン人看護師の受
け入れが決められた。この政策はアジア諸国と
の経済連携を強化するのために進められたもの
である。この政策は労働市場の一部開放という
特徴を持っているが、同時に多くの問題点があ
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る。以下、それらの問題点について述べる。
（1）二国間の政治的スタンス
日本とフィリピンの自由貿易交渉が始まって
からも、人の自由な移動について日本政府は消
極的な立場を取っていた。フィリピン側は看
護・介護分野の送り出しを強く要望していたの
に対し、日本側は人の生命にかかわる看護分野
のため、「言語の壁」を理由にその要望に消極
的な意向を示していた。
出入国管理法では看護職は医療分野の専門職
とはいえ、外国人に対して厳しい規制を引き制
限的に運用してきた。しかし、日比EPAによっ
て、フィリピン人看護師の受け入れは別枠扱い
となり、既存の受け入れ枠組みを緩和し、入り
口を広げた。看護師の送り出し国であるフィリ
ピン政府にとって、日本側の受け入れ人数に制
限があるとはいえ、労働市場の開放という点で
は一歩前進した。
（2）不明確な査証の問題
日本の外国人受け入れ政策において、フィリ
ピン人看護師の在留資格は「医療」の枠組みの
一部として認められた。しかし、フィリピン人
看護師の在留資格は「特定活動」、「特例ビザ」
のためで一時的な措置に過ぎない。そして、将
来的に、廃止の可能性もあり、受け入れの継続
は保証されていない。これは、積極的に受け入
れをしている専門的・技術的な外国人労働者の
枠組みと大きく異なっており、フィリピン人看
護師の在留資格は不明確なものにとどまってい
る。
（3）日本の看護国家資格について
日比EPAによるフィリピン人看護師の受け入
れには厳しい条件が課せられている。第一に、
フィリピン人看護師の持っているフィリピン看
護資格は有効と認められない。第二に、日本の
国家資格を取得する前の滞在は、あくまでも資
格を取るための研修期間とみなされる。第三に、
資格を取得できなければ帰国しなければならな
い。しかし、語学研修と日本語での国家試験は
負担が重く、半年間の日本語研修だけで日本語
の国家試験に合格できる可能性は低いと予想さ
れる。この政策の受け入れ制度は、外国人専
門・技術者に対して門を開いているように見え
ながら、事実上、国家試験で排除しようとして
いるではないかと思われる。
（4）受け入れ人数制限
日比EPAの枠組みにおいて、受け入れ看護師
数は2年間で400人以内に制限されている。し
かし、この制限は日本の看護師不足の実態に合
わず、フィリピン政府の要望にも応えていない。
2006年の推計では、日本の看護師は2010年時
点で15,900人不足している。2年間で400人とい
うのは、現実的に日本の看護師不足を補える数
ではない。この人数枠の制限はフィリピン人看
護師の受け入れに対する日本政府の消極的な姿
勢を示していると考えられる。
（5）日本国内の関係団体の立場
フィリピン人看護師の受け入れ政策には厚生
労働省の意向が反映されている。当初、フィリ
ピン側は数千人規模の看護師の受け入れを要求
していたが、厚生労働省の意向で「結婚や出産
などで離職している潜在的看護師55万人の再
就職の促進と国内労働市場の整備を優先させる
べきである」ということで受け入れ人数が制限
された。
（6）受け入れ側施設の莫大な負担
フィリピン人看護師の受け入れ政策の問題に
関して受け入れ側施設のコストが大きい。この
政策により看護師の受け入れにかかる費用は、
求人申し込み手数料は受け入れ機関当たり／
31,500円、斡旋手数料は一名当たり／138,000
円、国家資格を受験するための手数料は一名当
たり／15,000円、国家資格を受験するための事
務処理経費は年間21,000円、日本語研修期間へ
の支払いは一名当たり／約36万円である。こ
のように、一人の看護師の受け入れにかかる費
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用は莫大である。また、住宅の用意、教育担当
者などを考慮すると多額の間接費用もかかって
くる。
上記に加え、研修中にフィリピン人看護師に
支払われる給与は日本人と同様でなければなら
ない。これは、国家試験に合格した場合はその
まま病院の人材として働き続けられるなら先行
投資になるが、3年間かけて国家試験に合格し
ない場合は在留資格が延長されず、帰国するこ
とになるため、結果として大きな損失となる。
フィリピン人看護師の側から見れば、3年間の
出稼ぎで終わることになる。その結果、2010
年の日比EPAの求人・求職は大幅に減少したと
考えられる。
5.2 国費外国人留学による外国人看護生
受け入れシステムの有効性
前述したように、厚生労働省と看護協会の促
進している55万人の潜在的看護師の再就業や
在勤看護師の離職防止だけでは、今後の看護師
不足を補うことが困難であると考えられる。ま
た、本章の前節で述べた通り、日比EPAにより
フィリピン人看護師の受け入れ政策も数多くの
課題を抱えているため、その政策だけでは看護
師不足を解決することは到底不可能である。そ
のため、現状の看護師不足を解消するためには、
さらなる方策を考える必要がある。そこで、本
稿では、日本国内において、外国人看護師を育
てるために、看護分野における外国人留学生の
導入政策を提案したい。
海外の高度人材を効率的に呼び込むには、日
本への留学を増やすことが効果的である。海外
の高度人材をリクルートするより、学生の段階
で日本に留学した方が、日本社会になじむのも
容易であり、日本語の習得もしやすいため、日
本での潜在的な高度人材の候補として期待でき
る。
上記を踏まえて、日本の看護師不足の問題を
解決する手段の一つとして、外国人留学生、と
りわけ国費外国人留学生の潜在的な力に期待す
ることができる。日本は外国人留学生の募集、
支援に対して毎年多くの予算を使っているが、
卒業後の進路に対して彼らの存在を有効的に利
用していないと考える。また、今まで留学生の
募集・受け入れは、戦略的に行われていないと
もいえる。つまり、日本社会、とりわけ産業界
のニーズに合わせての募集・受け入れが行われ
ていない。留学生の募集・受け入れの有効活用
というのは、将来的に労働力の不足が予想され
る分野での外国人留学生、特に国費外国人留学
生の募集・受け入れを進める計画のことであ
る。こうした戦略的な方法では、現在の予算内
で、システムを最大限に活用し、国費留学とい
う入り口と就職の一貫性を持つことが重要であ
る。日本で供給不足になると予想される分野に
おいて、外国人留学生を募集し、卒業後日本に
就職・定着するにように学生を募集する、ある
いは、供給不足と予想される分野を優先分野と
して、積極的に募集・受け入れ支援することが
重要であると考えられる。
本節では、看護師分野における国費外国人留
学生の受け入れシステムの活用について政策提
言する。この政策提言は3つの要素からなって
いる。はじめに、募集から入国までについて述
べる（図3参照）。次に、看護大学・専門学校な
どでの勉強を始めてから卒業するまでの流れに
ついて述べる。最後に、卒業してから日本で就
業し定住するまでの流れについて述べる。看護
師分野における国費外国人留学生の募集・入
国・勉学・就職にかかわる国の機関は厚生労働
省、文部科学省、外務省、法務省の4省である。
以下、このシステムとそれらの機関の役割につ
いて説明する。
（1）国費外国人留学による看護生の募集・入
国までの流れ
国費外国人留学による看護生の募集から入国
までの流れの概要は図3に示されている。
①　厚生労働省→文部科学省：
厚生労働省では、看護師不足の状況を考慮
して必要な留学生数を設定し、その数を文
部科学省に要請する。
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②　文部科学省→外務省→各国日本大使館：
文部科学省では、①の要請に対して、募集
人数を設定してから、外務省を通して各国
日本大使館に看護分野における優先的な国
費外国人留学生の募集人数枠を通知する。
この募集は学部留学生や専門学校レベルの
留学生を対象にしている。
③　各国日本大使館：
②の通知に対して下記の募集・試験・合格
者の認定を行う。
Ⅰ）募集：大使館では看護師の国費留学を
条件付きで優先的に募集する。ここで
いう条件とは、優先的に採用される学
生は、日本で看護大学・専門学校を卒
業後、日本の病院・施設などで勉強し
た期間と同一期間就労しなければなら
ないという条件である。
Ⅱ）試験：応募者に対して英語により基礎
試験を行う。
Ⅲ）応募者の中から合格者を認定し、数を
把握する。
④　各国日本大使館→外務省→文部科学省：
各国日本大使館は③の合格者の名簿を外務
省を通して文部科学省に通知する。
⑤　文部科学省→法務省：
文部科学省は④の通知を受けて、合格者に
対して法務省に入国許可を要請する。
⑥　法務省：
法務省において、⑤の申請に対して留学の
在留資格で入国を許可する。
⑦　法務省→文部科学省：
法務省は入国が許可された申請者に対して
文部科学省に入国許可書を送る。
⑧　文部科学省→外務省→各国日本大使館：
文部科学省は外務省を通して各国日本大使
館に⑦の入国許可書を通知する。
⑨　各国日本大使館：
入国許可者に対して日本に入国するために
ビザを発行する。
⑩　入国許可者：
⑨でビザが発行された合格者は、日本に入
国、各看護大学・専門学校に入学する。
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厚生労働省 看護大学・専門学校 文部科学省 外務省 各国日本大使館 
①不足分を要請 ②外務省を通して看護師分野 
　の優先的募集人数通知 
Ⅰ）募集 
Ⅱ）試験 
Ⅲ）合格者認定 
法務省 
④外務省を通して合格者の名前を通知 
⑤合格者に対して入国許可を要請 
⑥許可発行 
⑦入国許可を通知 
⑧外務省を通し入国許可通知 
⑨ビザ発行 ⑩ビザが発行された合格者、入国・各看護大学・専門学校配置 
③ 
 
看護分野における国費外国人留学生の募集・入国の流れ
（2）国費外国人留学生の入国から卒業するま
での流れ
ビザを発給された合格者が入国してから卒業
するまでの流れは下記の通りである。この期間
の業務を担当する機関は文部科学省の学生支援
機構である。
①　日本語学校：
学生支援機構の指定する教育機関で1年間
日本語を学習する。
②　看護大学・専門学校：
上記の①を卒業してから、学生支援機構の
指定する看護大学・専門学校に入学する。
看護大学に4年間、専門学校に3年間在学
する。在学中、成績不振な留学生に対して
注意喚起する。何度かの注意を受けても改
善がない学生に対しては奨学金の支給を打
ち切り、帰国を命じる。
③　看護国家試験：
②を卒業すると同時に看護国家試験を受験
し、看護資格を取得する。不合格者には再
び試験を受ける機会が与えられる。
④　支援方法：
奨学金支援、寄宿舎提供などに関しては国
費外国人留学生受け入れシステムに準ず
る。
（3）看護大学・専門学校を卒業してから就業
し定住するまでの流れ
看護大学・専門学校を卒業卒業した後の業務
は学生支援機構に代わって厚生労働省と法務省
が担当する。
①　厚生労働省→受け入れ側施設に就職
Ⅰ）看護国家資格の合格者は日本の受け入
れ側施設（病院、診療所、介護施設等）
に就職する。在学した期間と同年数
（大学の場合4年、専門学校の場合3年）
受け入れ側施設に勤務しなければなら
ない。
Ⅱ）看護国家資格の不合格者は、日本の受
け入れ側施設（病院、診療所、介護施
設等）で働きながら、国家試験に合格
するために、2年間の猶予が与えられ
る。合格者はⅠ）と同様に扱う。猶予
期間内に合格できなかった者に対して
は帰国を命じる。
②　法務省→在留資格：
Ⅰ）看護大学・専門学校を卒業し、看護国
家試験に合格した者に対して、在留資
格は医療在留資格である。在留期間更
新時、永住を申請する権利が与えられ
る。
Ⅱ）看護大学・専門学校を卒業し、看護国
家資格の不合格者は2年の条件付きで
在留資格が与えられる。すなわち、毎
年2月の看護国家試験は3回まで受験
することができる。また、この間は
2010年改正入管法の実習生として在
留し、日本人労働者と同一賃金・同一
待遇の基、看護国家試験の準備に備え
る。
日本の看護師不足を解決する方法の一つとし
て、EPAによる外国人看護師の受け入れは多く
の課題を抱えている。それらの問題が解決され
ない場合、長期的・連続的に日本社会に外国人
看護師が来日する可能性は低い。また、受け入
れ施設も減少する。これに対して、著者の私案
は現行のEPA政策と比較した場合、新たな予算
設定はなく、日本文化の理解、言語を収得した
外国人看護師候補生の教育を可能とし、看護師
国家試験の合格率を高めることに繋がる。看護
分野の人材育成は人間の安全を保障するうえで
連続的・長期的な視野で取り組まなくてはなら
いが、まずは喫緊の課題解決として私案を提起
したい。このシステムは、簡単ではあるが、成
功の鍵を握るのが、行政体制である。日本政府、
とりわけ関連省庁（文部科学省・外務省・厚生
労働省・法務省）が留学から就労までの一連の
流れを問題なく行えるようにすることが、この
政策の成否を左右する重要なポイントである。
6．おわりに
急速な少子高齢化により看護師が更に必要と
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されているのはそもそもなぜか、その看護師需
要数・供給見通しは実態と整合しているか、看
護師不足になる原因としては根本的にどのよう
なことがあるか、また、不足解決に向けどのよ
うな取り組みが行われているかを考察した。看
護師不足に対しての政府の取り組みとして提案
されている、潜在的看護師の再就業支援は現場
での効果は低いと考えられる。インタビューを
行った限りでは、これに関する現場の声は一致
しており、潜在看護師が現場復帰することは難
しいということであった。実際、インタビュー
した現場では、復帰しているとの情報はなかっ
た。また、在勤看護師の労働環境への不満が多
く、それに伴って離職率も高い。こうした点か
ら考えると、労働環境の改善が最重要であるが、
看護師増加に直接は繋がらない。
EPAは日本が人の移動をめぐる代表的職種と
して初めて外国人看護師の受け入れを本格的に
スタートした政策である。この協定にはそれな
りの意義があったが、それ以上に多くの問題を
抱えていた。最大の問題は受け入れ施設側の負
担があまりにも大きいことである。人、費用、
受け入れ整備、時間等どれをとっても負担が大
きく、政府の指針も示されず法人任せ個人任せ
である。こうしたやり方では、来日後3年以内
に日本語による看護国家試験に合格することは
難しい。実際、2010年度は求人数、応募数と
もに激減した。
諸外国での外国人看護師のうち、フィリピン
人が多くを占めているのはなぜかを考察した。
フィリピン人看護師は海外での外国人看護師数
のうちトップを占めている。その理由は、フィ
リピンの看護教育水準が高く英語ができるとこ
ろにある。また、フィリピン人の接遇の高さも
人気の一つである。
日本における外国人留学生の中とりわけ国費
留学生の現状を考察した。そして、外国人留学、
とりわけ国費外国人留学による看護師候補生の
育成の提言を行い、看護師不足の解決策の一つ
としての有効性があるかどうかを検証した。
日本滞在の外国人留学生は12～13万人おり、
そのうち7割～8割が日本での就職を希望して
いるにもかかわらず、卒業後に日本で就職でき
る留学生は3割程度しかいない。世界的な動き
による外国人高度人材の獲得を背景に「留学生
30万人計画」を実施するならば留学という入
り口と就職という出口の整合性を確保する必要
がある。国費外国人留学生の受け入れ政策も、
世界の変化、日本の現状を考慮し改善すること
が重要である。国費の支払い方にも問題は多い。
日本の不足分野での招へいと留学の専攻を一貫
した流れにすることで、現在の予算の中でシス
テムを活用できる。したがって、この国費外国
人留学により外国人看護候補生を募り受け入れ
ることは大いに可能性があるといえる。EPAで
のいくつかの問題・課題もこのシステムで解決
できる。日本の看護師不足の解決の一案として
有効的な手段だと考える。
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